資料４
事業所ヒアリング結果１
	事　業　種　別
	居宅介護

	運　営　主　体
	社会福祉法人

	所　在　地
	門真市

	従　事　者　数
	３４名

	サービス提供時間
	午前６時から午後１０時　※利用者不在のため深夜対応はなし

	障がい児（者）への
提供状況
	４９名（者のみ）
うち医療的ケア必要な利用者　４５歳　１名（医師の指示のもと褥瘡の処置・痛み止めパッチの貼付）
※児の利用者希望があれば、提供可能

	ヒアリング内容
	・法人として、特別養護老人ホーム、訪問看護ステーショ　ン等を併設
・医療機関や看護師から医療的ケアについてアドバイスを受けるとともに、法人として研修を実施することにより、質の高いヘルパーを養成。組織として対応することにより、離職者は少ない。
・日頃から市や相談支援機関との連携をとっており、カンファレンスも密に実施。しかし、サービス全体の利用調整を行う支援チームが必要ではないか。
・重度訪問介護は単価も安いため、事業所にとって報酬が減り、見守りが不必要な利用者にとっても、使い勝手が悪くなる。
・福祉サービスは利用料が無料となったが、訪問看護は自己負担が必要であるため、訪問看護サービスを利用しない利用者が出てくる。
・医療的ケアのサービス提供は、リスクが高いので、報酬の対象とすべきではないか。

	ヒアリング総括
	1 法人内事業所に看護師が配置されており、かつ医療機関との連携が構築されているため、研修体制が充実している。
2 サービス全体の利用調整のためのチームが必要。
3 ヘルパーによる医療的ケアの報酬組み入れの必要性。


事業所ヒアリング結果２
	事　業　種　別
	居宅介護・重度訪問介護

	運　営　主　体
	社会福祉法人

	所　在　地
	大阪市生野区

	従　事　者　数
	２６名

	サービス提供時間
	全日

	障がい児（者）への
提供状況
	２０名（児４名　者１６名）
医療的ケア必要な利用者はいない

	ヒアリング内容
	・法人として、生活介護（２０名）及びケアホーム（１１名）を運営しており、両事業利用者へのヘルパー派遣を中心に行っている。
・他事業所におけるサービス提供中の事故を契機として、生野区内の有志事業所で「医療的ケア合同チーム」を設置し、平成２２年９月から２月に一回のペースで当事者や医療関係者等を講師に招聘し医療的ケアについて合同研修会を実施している。
・同法人の現在のサービス利用者には、医療的ケアが必要な方はいないが、将来に備え事業所として力量を備えていきたいとのこと。
・医療は、高齢者であろうと障がい者であろうと必要であるため、障がい者自立支援制度にも訪問看護サービスを導入すべきではないか。


	ヒアリング総括
	1 事業所においても医療的ケア技術習得の必要性を認識されており、医療機関等との連携のもと、事業者連携のもと自主的に研修会を実施している。
2 障がい福祉分野にも訪問看護サービスが必要


事業所ヒアリング結果３
	事　業　種　別
	居宅介護・重度訪問介護

	運　営　主　体
	株式会社

	所　在　地
	大阪市東成区

	従　事　者　数
	２９名

	サービス提供時間
	午前９時から午後６時　月～土
※早朝・深夜も可能な限り受けている。

	障がい児（者）への
提供状況
	１０名（者のみ）
医療的ケア必要な利用者はいないが、医師と連携が取れるならば受け入れる方針

	ヒアリング内容
	・児の利用申し込みはほとんどない。
必要に応じて区の事業所連絡会を通じ、対応可能事業所の紹介を行っている。
・事業所としてヘルパーの医療的ケアの技量の資質を見極めることが困難である。医療的ケアの資格制度創設や研修会の実施が必要である。
・クリニックの通院等介助サービス提供時に診療に同席し、医師のアドバイスを受けることはあるが、総合病院になると家族を通じないと話が聞けない。

	ヒアリング総括
	1 区内において事業所連絡会を設置し、事業者間においてサービス利用希望者への情報提供を行っている。
2 医療的ケア提供のためのヘルパーへの資格制度のための研修受講のニーズがある。
ただし、日曜等サービス提供がない日、複数日の実施が希望。
3 福祉サービス事業所と医療機関の連携不足。


事業所ヒアリング結果４
	事　業　種　別
	生活介護

	運　営　主　体
	社会福祉法人

	所　在　地
	交野市

	従　事　者　数
	６名

	サービス提供時間
	午前９時から午後４時　月～金

	障がい児（者）への
提供状況
	１２名（者のみ・平均４０歳程度）
医療的ケア必要な利用者はいない。

	ヒアリング内容
	・さまざまな障がい程度の方へのサービス一体的に提供する方が利用者にとっても望ましいと考えているが、施設が重心者対応でないため、受け入れが出来ていない。
・在宅の障がい者の家族は、食事や入浴サービスの提供を求めているが、交野市では、デイサービスしかない。
・障がい特性に応じた人員体制の確保が必要であり、現在も、ボランティアの協力を得て運営している。重心者の受け入れには、人員的な配慮が必要である。
・消防法など他法令により、事業の展開が困難なケースが発生している。
・市の自立支援協議会に日中活動系サービス事業所連絡会部会を設置し、事業所間の連携を図っている。（２カ月に一回）。また、ヘルパー事業所連絡会（３カ月に一回）や地域移行部会も設置されている。

	ヒアリング総括
	1 重心児者の受け入れを進めるためには、施設整備の充実が必要である。
2 日中活動系事業所に、食事・入浴サービス提供して欲しいとの親のニーズがある。
3 地域の自立支援協議会内に、事業所連絡会が立ち上がりつつある。


事業所ヒアリング結果５
	事　業　種　別
	生活介護

	運　営　主　体
	社会福祉法人

	所　在　地
	和泉市

	従　事　者　数
	２１名（うち常勤看護師１名）

	サービス提供時間
	午前１０時から午後３時３０分　月～金

	障がい児（者）への
提供状況
	４１名（者のみ）
うち医療的ケア必要な利用者　１８～６４歳　１４名
（吸引・吸入・経管栄養・パルスオキシメーター・浣腸）

	ヒアリング内容
	・常勤看護師を配置し、看護師が中心となって医療的ケアサービスを提供。
・医療記録簿を作成し経過を記録するとともに、家族とも情報共有することにより、適切な医療的ケアを提供。
・医療的ケア提供に関する相談ができる体制（医療関係者の複数配置・医療機関との密な連携）が必要である。
・区分５以上の利用者が８割を超えており、人員配置が厳しい。利用者の安全を確保するため、障がい特性に応じた班分けのもとサービスを提供しており、医療的ケアが必要な利用者が所属する班には、人員を重点的に配置している。
・人員体制の確保など利用者の安全を確保できてから、入浴サービスを提供する予定。
・重心者の送迎は、短時間で終えることが出来るよう配慮している。電動や大型の座位保持車椅子の利用者が乗降できる大型のバスなどの設備の充実が必要である。
・ヘルパーにも安心して医療的ケアに従事してもらうために、公的機関の研修があれば参加したい。
・利用者に適切なサービスを提供するため、必要に応じ、定期的に（２カ月に一回程度）在宅福祉サービス事業所とのケース会議を行っている。

	ヒアリング総括
	1 重心児者に適切なサービスを提供するためには、施設、設備・人員体制の充実が必要である。
2 常勤看護師を配置することにより、適切な医療的ケアが提供可能となる。一方、複数配置や医療機関との連携体制の確立も求められている。
3 他の福祉サービス事業所間における連携を行うことにより、利用者に適切なサービスが提供できる。


事業所ヒアリング結果６
	事　業　種　別
	訪問看護ステーション

	運　営　主　体
	社会医療法人

	所　在　地
	大阪市

	従　事　者　数
	９名（うち３名看護師）

	サービス提供時間
	午前８時から午後６時

	サービス提供可能年齢
	全年齢層

	障がい児（者）への
提供状況
	１名（１８歳）

	ヒアリング内容
	・利用者１名に対し、看護師３名がケアに入っていた。
・看護師が安心してケアできる環境づくりが必要。（一人で訪問ケアをすることの精神的不安。家族対応・緊急時対応等）
・看護師間の連携は問題ないが、居宅介護事業所ヘルパーとの連携がうまくいかない。（本人の体調変化の引き継ぎなど）
・一人暮らしの生活保護受給者であるため、利用者へのサービス全体についての調整を看護師が行っている。
・サービス全体の調整について、市のケースワーカーや、知り合いの地域包括支援センターに相談したが、答えが出ず、結果として看護師が調整することとなった。
・利用できるサービスの種類は多いが、サービスの利用調整・相談機能がない。

	ヒアリング総括
	1 利用者へのサービス全体の提供調整機能の不足
2 医療・福祉等サービス間の調整機能の不足


事業所ヒアリング結果７
	事　業　種　別
	訪問看護ステーション

	運　営　主　体
	社会医療法人

	所　在　地
	大阪市

	従　事　者　数
	１２名（うち８名看護師）

	サービス提供時間
	午前８時から午後５時（月～土）緊急時には24時間対応

	サービス提供可能年齢
	全年齢層

	障がい児（者）への
提供状況
	３名（０歳　１名　１～６歳　２名）

	ヒアリング内容
	・時間外に対応した場合、本人負担が大きくなるので利用をためらう利用者が多い。しかし、児に緊急を要する事態が発生した場合、保護者が救急車を利用し病院へ搬送している実態があり、時間外利用の実績はない。
・人工呼吸器を装着した乳児の場合、一人体制では、リスクが高いので二人体制でケアに当たっている。しかし、週一回しか加算対象とならないため、無償で対応しているのが実態。
・病院系列の事業所であることから、ＮＩＣＵ看護師の応援を得て利用者のケアに当たることもある。技術の伝達を受けるなどのメリットもあるが、応援者の報酬の対象とならないため、無償となってしまう。
・気管切開の場合、週3回の訪問では、親に負担がかかりすぎる。
・幼児へのケアを行うためには高度な技術が必要となるため、看護師への研修体制の充実が重要。しかしながら、受講中の人員不足・収入の欠損が課題。
・事業所としては、さまざな加算措置はありがたいが、利用者にとっては負担が増えることになり困惑。
・看護師とヘルパーがペアを組み、一体的にケアを行うことも一つの考え方ではないか。
・学校に看護師配置は行われているが、人手不足から親も同伴登校せざる得ないケースもある。訪問看護の対象とすべきでないか。
・利用者が多く、緊急対応も求められるなかで、駐車禁止除外の手続きが煩雑すぎる。

	ヒアリング総括
	1 リスクが高いケアの場合へのヘッジの方法（複数対応・報酬体制）
2 医療機関・福祉等サービス間の調整機能のあり方
3 研修のあり方


